
日本の木材チップ輸入の現状

２０１６年９月１２日（月）
於：国立オリンピック記念青少年総合センター センター棟３１０

日本製紙連合会 常務理事 上河潔

シンポジウム 固体バイオマスの持続可能性確保に向けて～英国の事例と日本の課題～



製紙産業の木材チップ消費量
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ＦＩＴによる木質バイオマス発電認定実績（平成２８年４月末時点）

新規認定数 新規認定量（kW） 移行認定数 移行認定量(kW) 合計認定数 合計認定量

未利用木材
2,000kW未満 ２０ ２４，４１５ ４ ３､０３８ ２４ ２７，４５３

未利用木材
2,000kW以上 ４９ ３９８，０７３ ３ ６､０１５ ５２ ４０４，０８８

一般木材 １０５ ２，９６０，８６３ １０ ７３､８００ １１５ ３，０３４，６６３

建設廃材 ４ ３４，９６０ ２９ ３３１､９１６ ３３ ３６６，８７６

計 １７８ ３，４１８，３１１ ４６ ４１４､７６９ ２２４ ３､８３３，０８０



未利用木材（間伐材等） 未利用木材（バーク等） 一般木材（木材チップ） 一般木材（バーク等） ＰＫＳ 輸入木材ペレット 建築廃材

一般木材（木材チップ）
235 千トン

一般木材（バーク等）
134 千トン

ＰＫＳ
224 千トン

輸入木材ペレット
78 千トン

未利用木材（間伐材等）
483 千トン

未利用木材（バーク等）
272 千トン

建築廃材
1,218 千トン

ＦＩＴによる木質バイオマス消費量 ( 合計（新規認定+ 既存設備) ) ２０１５年



ＦＩＴによる木質バイオマス発電（新規）の推定木質バイオマス使用量

認定発電量（ｋＷ） 推定木質バイオマス量
（トン） ×１２

推定木質バイオマス量
（ｍ３）

未利用木材
２，０００ｋＷ未満 ２４，４１５ ２９２，９８０ ５４９，３３８

未利用木材
２，０００ｋＷ以上 ３９８，０７３ ４，７７６，８７６ ８，９５６，６４３

一般木材
２，９６０，８６３ ３５，５３０，３５６ ４６，８５３，２１７

建設廃材
３４，９６０ ４１９，５２０ ７３７，６１８

計
３，４１８，３１１ ４１，０１９，７３２ ５７，０９６，８１６



森林・林業基本計画（平成２８年策定）
○木材供給量の目標（単位：百万ｍ３）

平成26年（実績） 平成32年（目標） 平成37年（目標）

木材供給量 ２４ ３２ ４０

○用途別の木材利用量の目標（単位：百万ｍ３）

利用量 総需要量

平成２６年
（実績）

平成３２年
（目標）

平成３７年
（目標）

平成２６年
（実績）

平成３２年
（見通し）

平成３７年
（見通し）

製材用材 １２ １５ １８ ２８ ２８ ２８

パルプ・チップ用材 ５ ５ ６ ３２ ３１ ３０

合板用材 ３ ５ ６ １１ １１ １１

燃料材 ２ ６ ８ ３ ７ ９

その他 １ １ １ １ ２ ２

合計 ２４ ３２ ４０ ７６ ７９ ７９





全国パルプ材価格（針葉樹丸太）

資料：農林水産省統計
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ＦＩＴによる大型木質バイオマス発電施設

企業名（場所）福岡
県

発電能力（ＫＷ） 稼働時期 原燃料

王子ＨＤ，三菱製紙
（青森県八戸市）

７５，０００ ２０１９年 輸入木材チップ、ＰＫＳ

エア・ウオーター
（福島県いわき市）

７５，０００ ２０２０年 輸入木質ペレット、ＰＫＳ

サミットエナジー
（愛知県半田市）

７５，０００ ２０１７年 輸入木材チップ、ＰＫＳ

イーレックス
（福岡県豊前市）

７５，０００ ２０１８年 ＰＫＳ

住友林業等
（北海道紋別市）

５０，０００ ２０１６年 林地残材、間伐材、ＰＫＳ，
石炭

サミットエナジー
（山形県酒田市）

５０，０００ ２０１８年 林地残材、間伐材、
輸入木質ペレット

イーレックス
（大分県佐伯市）

５０，０００ ２０１６年 ＰＫＳ

昭和シェル石油
（神奈川県川崎市）

４９，０００ ２０１５年 輸入木質ペレット、ＰＫＳ



商社の木質バイオマス輸入の動き

• 双日：ベトナムの国営林業会社ベトナム・フォレスト社（ビナフォー社）
と提携。２０１８年からダナンを中心に４か所の生産拠点を造成して年
間１００万トンの木質ペレット（バーク等廃材から製造）を輸入

• 伊藤忠：中国、ベトナムから木質ペレットを２０１５年に１２万トン輸入し
たが、２０１９年度までに１２０万トンに拡大予定。インドネシア、マレー
シアからはＰＫＳを輸入。

• 住友商事：ブラジルのサトウキビのバガスからペレットを製造する発電
燃料会社（Ｃｏｓａｎ Ｂｉｏｍａｓｓａ Ｓ．Ａ．）に２０％出資。現在の生産能
力１８万トンを２０２５年までに２００万トンに拡大。そのうち２割の４０万
トンを日本に輸出。

• 丸紅：現在カナダから６万トンの木質燃料を輸入。２０１７年には２０万
トン以上に拡大。オーストラリア等に植林地を所有。年間２３０万トンの
製紙用チップを販売。オーストラリアの製紙用木材チップ供給会社か
ら木質燃料を輸入。



燃料用の木材チップ使用量 (２０１５年)

木材チップ輸入量
（通関統計）

木材チップ集荷量
（日本製紙連合会統計）

差分

針葉樹 1,681,040 1,596,081 84,959

広葉樹 10,220,206 9,971,737 248,469

計 11,901,246 11,567,818 333,428

(単位：BDT)



木質ペレットの輸入量
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木質ペレット生産の推移
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世界の木質ペレット貿易フロー（２０１４年）



日本のＰＫＳ輸入量の推移
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世界のＰＫＳ供給ポテンシャル



グリーン購入法による違法伐採対策

• 日本政府はグリーン購入法の基本方針の判断基準を改定し
て、２００６年度以降、政府調達にあたっては合法性が確認さ
れた木材のみを用いなければならないこととした

• 基本方針の判断基準は毎年度、パブリックコメント行った上で
閣議決定される

• 紙類で、判断基準において合法性を確認した木材のみを用い
るように定められているのは、①コピー用紙、②フォーム用
紙、③インクジェットカラープリンター用塗工紙、④非塗工印刷
用紙及び⑤塗工印刷用紙の５品目である

製紙業界の違法伐採対策



合法性確認のための林野庁のガイドライン

• グリーン購入法の判断基準のために合法性
を確認する方法として林野庁のガイドライン
が示されている

• その中で合法性を確認する方法としては３つ
の方法が定められている

①森林認証による方法

②団体認定による方法

③個別企業の独自の取組による方法

・製紙業界は、③の個別企業の独自の取り組
みによる方法で合法性を確認している



製紙業界の違法伐採対策

• 日本製紙連合会は、２００６年３月に「違法伐採問題に対する日本
製紙連合会の行動指針」を策定している

• 製紙業界は、２００６年４月以降、林野庁のガイドラインの個別企
業の独自の取組による方法に基づいて、使用する全ての木材原
料について合法性を確認している

• その際、森林認証による方法や団体認定による方法を併用してい
る。

• さらに、２００７年４月からは、会員企業の独自の取組に客観性と
信頼性を担保するために、「違法伐採対策モニタリング事業」を実
施している



○製紙企業の独自の取組

製紙各社の「個別企業の独自の取組」は、各社様々である
が、概ね共通して以下のような対応をとっている

・違法伐採木材を取り扱わない旨の「原料調達方針を作成する

・サプライヤーから違法伐採木材を取り扱わないという誓約書を入手
する

・サプライヤーからトレーサビリティ・レポートを入手するとともに現地確
認を行う

・全量合法性を確認するので分別管理は行わない

・関係書類は最低5年間保管する

・毎年度の違法伐採対策の取組について日本製紙連合会の外部監
査を受ける



製紙業界の違法伐採対 (合法証明システム)

22



違法伐採対策モニタリング事業

• 会員企業の個別企業の独自な取り組みに、客観性と信頼性
を担保するために、日本製紙連合会は「違法伐採対策モニタ
リング事業」を実施している

• この事業の中で、日本製紙連合会は毎年度、会員企業の独
自の取組による違法伐採対策をモニタリングしている。

• その結果について、学識経験者、消費者団体、監査法人関係
者等で構成される第3者委員会に報告し、監査を受けている。

• 毎年度の「違法伐採対策モニタリング事業」の実施結果につ
いては、日本製紙連合会のHPで公表している。





製紙業界の新たな違法伐採対策の検討

• 合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（以下、合法木材利用
促進法という）が制定されたため、来年度以降、日本の木材関連業界は、ＤＤ
（デューディリジェンス）を行わなければならないこととなった。

• このような動きになることを想定して、日本製紙連合会は、平成２６年度から海
外産業植林センターに委託をして、「海外植林におけるナショナルリスクアセス
メント手法の開発」について調査を行ったところである。

• 平成２７年度については、この委託調査の中で、ディープグリーンコンサルティ
ング代表の籾井まり氏を委員長とする検討会を設けて、製紙業界の違法伐採
対策のＤＤマニュアルの策定を行っている。

• このＤＤマニュアルについては、合法木材利用促進法の要求を満足するのみ
ならず、ＥＵの木材規制法、豪州の違法伐採禁止法等で要求されているレベル
をクリアするものを目指している。



日本製紙連合会の違法伐採対策デューディリジェンスツール

• 現在検討中のＤＤマニュアルは、ＥＵの木材規制法に対応した欧州木材
貿易連盟（ＥＴＴＦ）のＤＤシステムに準拠している。

• これにより、日本の合法木材利用促進法のＤＤのみならず、ＥＵの木材規
制法、豪州の違法伐採禁止法等のＤＤとしても通用するものとなると考え
ている。

• 基本的な構成は、①情報収集、②リスクアセスメント、③リスク緩和措置と
なっている。特に、情報収集については、現在実施している日本製紙連
合会の違法伐採対策モニタリング事業で実施しているトレーサビリティレ
ポート等を活用している。

• 第三者による監査については、モニタリング事業の監査委員会による監
査に加えて、合法木材利用促進法によって定められている登録実施機関
による登録審査により対応する考えである。

• 詳細については、今後、日本製紙連合会林材部の違法伐採木材問題検
討会において本年末までに成案を得る考えである。



• チャタムハウスでの関係者ヒアリング

• NEPCon リーガルソース

• ヨーロッパ木材貿易連盟（ETTF)マニュアル

• オーストラリア木材業界団体マニュアル

• Global Timber Forum (GTF)のドラフト提案

• Global Timber Forum ディレクターのチェック
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1.1 木材調達におけるDDプロセス

本マニュアルにおいて、デュー･ディリジェンス(DD) とは、以下の3つの段階を踏み木
材の違法リスクを最小化することを意味する：

�必要情報へのアクセス

�リスクアセスメント

�リスク緩和措置

（2）でリスクが低いことが確認できれば、（3）を行う必要はない。

（3）でリスクが緩和できない場合には、当該製品の購入をやめる。
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4.4 記録管理の手続き

DDにおけるすべての課程、要素について記録を取る
記録はデジタルでも紙ベースでもよいものとする
記録は最低5年保持する
DDの実行のために必要な記録文書としては、例として以下のようなものが挙げられ
る：

売買契約書
協定書
請求書
インボイス
トレーサビリティレポート
森林認証証書
団体認定書
合法証明書
内部監査報告書
第三者監査文書
現地確認報告書



30

8．リスクアセスメント

（中略）

リスクアセスメントについては､「2015

年度違法伐採対策モニタリング事業
の調査マニュアル」(別添３)に基づい
て実施する｡



リスクアセスメント ～続き
基本的に、以下の条件すべてが満たされる場合、リスクは無視できると考えてよい。
＊ただし詳細は、欧州木材貿易連盟発行文書ETTF System for Due Diligence(添付資料8-1）、特に
Annex5. B 「リスク特定表」（添付資料8-2）を参照しつつ行う。

a. 原産国は国連安全保障理事会または欧州連合理事会によって木材貿易を禁止されていない
b. サプライチェーン中に、証明された違法行為は全くない
c. 原産国または樹種について違法性の蔓延は報告されていない
d. サプライチェーン中には、特定することのできた企業のみ、限定的な数しか存在しない

e. 木材または木材製品が適用法令に準拠することを示すために必要な文書はすべて、サプライヤーによって用
意されている

f. 原産国の腐敗レベルが低い

認証・合法性証明木材、認証コントロールウッドの場合 → 8.1 に従い制度の条件とFMレベルでの
リスクを評価
上記以外の場合 → 8.2 に従う

※さらに詳細は、下記資料を参照のこと
日本製紙連合会「海外植林におけるナショナルリスクアセスメント手法の開発」
http://jopp.or.jp/research_project/industrialplantation/2016/pdf/20160629-001.pdf


